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１　事業の目的
高齢者が増加する中、働く意欲を持つ高齢者が、年齢にかかわりなく生涯現役で働くことができる社会を実現することは重要な課題である。
また、その推進のためには、企業等の高齢者雇用に対する理解を深めるとともに、高齢者に未経験分野等で働く能力等を習得させ、職業経験等に関わらず多様な職業を選択できるようにする必要がある。
本事業は、上記の推進のため、企業等に対する高齢者雇用の必要性、メリット等の周知・広報や、高齢者へ再就職に必要な能力を習得させる技能講習等を実施するものである。

２　事業の概要
本事業は、受託者（都道府県労働局（以下「労働局」という。）から本事業の実施の委託を受けた者をいう。以下同じ。）、厚生労働省、労働局及びハローワークが連携し、次の(1)から(6)の業務を行うものとする。
(1) 本事業の高齢者への周知、技能講習受講希望者の募集・受付
(2) 技能講習受講希望者への導入支援
（職業相談、キャリア・コンサルティング、受講者の選定等）
(3) 技能講習の実施
(4) 企業等への周知・広報、技能講習修了者への就職支援
（企業等への周知・広報、就職先企業の開拓、就職先企業での職場見学、職場体験、就職面接会等）
(5) 就職状況の把握、フォローアップ
(6) その他必要な業務

３　対象となる高齢者
本事業の対象となる高齢者は、次の(1)から(3)のいずれにも該当する者とする。
(1) 雇用形態による就職を希望する55歳以上の者
(2) ハローワークに求職登録している者
(3) 雇用形態による就職のため、本事業の講習及び就職支援を受ける必要があると認められる者

４　事業の内容
(1) 受託者が行う業務
受託者は次のアからクの業務を実施するものとする。
ア　事業の周知、技能講習受講希望者の募集・受付等
(ｱ) 事業の高齢者への周知等
受託者は、ホームページ、広告・ポスター、リーフレット等の広報媒体を活用し、本事業の高齢者への周知、技能講習受講者希望者の募集等を行うこと。
(ｲ) 技能講習受講希望者の受付
受託者は、技能講習受講希望者に受講申込書の提出を求め、技能講習受講希望者として受付けすること。

イ　技能講習受講希望者への導入支援
(ｱ) 職業相談、キャリア・コンサルティング等の実施
受託者は、受付けした技能講習受講希望者に、職業相談、キャリア・コンサルティング等を実施し、技能講習受講者の就職意欲、緊要度、新たな能力の習得の必要性等を把握した上で、技能講習受講者が３に定める要件を満たすことを確認すること。
 (ｲ) 技能講習受講者の決定
受託者は、３に定める要件を満たす技能講習受講希望者に順位を付し、上位の者から順に技能講習の定員に達するまで、技能講習受講者として決定すること。

ウ　技能講習の実施
(ｱ) 技能講習の実施
受託者は、次のⅰからⅴに該当する技能講習を実施すること。
ⅰ　技能講習の種類
本事業として実施する技能講習は、次の(ⅰ)及び(ⅱ)とする。
(ⅰ)　共通講習
労働局が指定する分野の講習とする。
(ⅱ)　地域設定講習
受託者が地域の高齢者や企業等のニーズを踏まえて設定した分野の講習とする。
ⅱ　技能講習の内容
本事業として実施する技能講習は、次の(ⅰ)から(ⅸ)のいずれにも該当するものとする。
(ⅰ)　技能講習の修了後、早期に講習修了者の雇用形態による就職が見込まれるものであること。
(ⅱ)　座学、実習又は座学と実習の組み合わせにより行うものであること。
(ⅲ)　趣味・教養的なもの（*1）でないこと。
(ⅳ)　高年齢者の体力や身体的な負担に配慮したものであること。
(ⅴ)　講習期間内に必要な能力を取得することが困難な高度な能力の取得を目的とするもの（*2）でないこと。
(ⅵ)　実務経験が重視されること等により、取得のみでは高齢者の就職に　つながる可能性が低い資格（*3）の取得を目的とするものでないこと。
(ⅶ)　長期間のもの、高コストなものでないこと。
(ⅷ)　年度内に講習が終了するものであること。
(ⅸ)　通信教育の場合、受託者が受講状況を直接確認できるものであること。
*1　就業分野が特定できない初級パソコン講習、接遇講習等の汎用的な能力を付与するもの等
*2　弁護士、会計士、税理士等の資格の取得を目的とするもの等
*3　社会保険労務士、宅地建物取引責任者、簿記等
ⅲ　技能講習の定員
地域の労働市場を勘案して、概ね５名～15名の範囲内で定員を設定する。
なお、講習希望者の人数が定員以下の人数であっても、労働局と受託者が協議した上であれば、定員以下の人数で開講しても問題ないこと。
高齢者の受講ニーズ等に応じて、著しく過大又は過小にならない範囲内で増減できるものとする。
ⅳ　技能講習の講習時間
技能講習の１コースあたりの講習時間は、原則として40時間以上とする。
ただし、次の(ⅰ)から(ⅲ)のいずれかに該当する場合、40時間未満とすることができるものとする。
(ⅰ)　講習時間が40時間未満であっても就職が見込まれる場合
(ⅱ)　資格取得を目的とするもの等であって、講習時間が40時間未満の場合
(ⅲ)　ブラッシュアップ講習（取得している資格に関する技能の学び直しの講習等）を行う場合
ⅴ　技能講習の受講費用
技能講習の受講料、テキスト代、教材費等は委託費から支弁し、講習受講者から徴収しないこと。

(ｲ) 技能講習実施計画の作成
受託者は、次のⅰ及びⅱにより技能講習の実施計画を作成し、労働局が適当と認めた当該計画に基づき技能講習を実施すること。
ⅰ　共通講習
　　　労働局が指定する分野を内容とする講習の実施計画を作成すること
ⅱ　地域設定講習
受託者が地域の高齢者や企業等のニーズを踏まえて高齢者の就職が見込まれると判断する分野の講習の実施計画を作成すること。

(ｳ) 講習実施の際の対応等について
講習開催定員数、講習日数、悪天候・天災等の際の対応、再委託先への対応等については、労働局と相談しつつ適切に対応すること。
(ｴ) 技能講習実施計画の見直し
受託者は、技能講習の定員充足率や就職率が低い場合、労働局と協議し、技能講習の内容、実施時期、定員等の見直しを行うこと。
(ｵ) アンケートの実施
受託者は、技能講習の修了後、講習ごとに講習修了者に次のⅰ及びⅱを盛り込んだアンケートを実施すること。
ⅰ　必須項目
ａ　講習の内容（大いに満足、満足、不満、大いに不満）
ｂ　講師の説明（大いに満足、満足、不満、大いに不満）
ｃ　講習の受講が就職に役立つか（大いに役立つ、やや役立つ、やや役立たない、役立たない）
ⅱ　任意項目
開催時期、カリキュラムの長さ、開催時間帯、会場、その他必要な項目
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同一の高齢者が受講できる技能講習は、原則１コースとする。
(ｷ) 補講の実施
技能講習受講者が、病気、怪我等のやむを得ない理由により講習を受講できなかった場合、補講を実施できるものとする。

エ　企業等への周知・広報、就職支援の実施
(ｱ) 事業主、事業主団体への周知・広報
受託者は、技能講習修了者の雇い入れに対する理解を深めるため、ホームページ、広告・ポスター、リーフレット等の広報媒体を活用して、事業主、事業主団体等へ高齢者雇用の必要性や高齢者を雇用するメリット等を周知すること。
(ｲ) 求人開拓
受託者は、事業主に技能講習修了者の雇い入れを働きかけ、雇い入れの意向を示す事業主にハローワークへの求人提出を依頼すること。
　(ｳ) 技能講習受講者への求人情報の提供
受託者は、ハローワークに提出されている求人のうちから、技能講習受講者の雇い入れの見込みのある求人を選抜し、技能講習受講者に情報提供すること。
また、技能講習受講者が求人への応募を希望する場合、ハローワークから当該求人の紹介を受けるよう技能講習受講者に指示すること。
 (ｴ) 職場見学、職場体験
受託者は、技能講習ごとに技能講習受講者を対象とした職場見学、職場体験を実施すること。
 (ｵ) 管理選考の実施
受託者は、技能講習ごとに技能講習受講者を対象とした管理選考（ハローワークが求職者と求人者が面接する機会を提供し、職業紹介を行うものをいう。）を、ハローワークと連携して実施すること。
 (ｶ) その他の就職支援
受託者は、技能講習受講者に、次のⅰからⅴの支援を行うこと。
ⅰ　職業相談、キャリア・コンサルティング
ⅱ　求人企業の情報収集方法の教示、求人企業の選択支援
ⅲ　履歴書、職務経歴書の作成指導
ⅳ　模擬面接、面接指導
ⅴ　その他必要と認められる支援

オ　就職状況の把握、フォローアップ
受託者は、技能講習受講者の就職状況を把握し、技能講習受講者が就職に至るまで就職支援を継続して実施すること。

カ　導入支援、技能講習、就職支援等の状況の記録
受託者は、技能講習受講者の導入支援、技能講習受講、就職支援等の状況を記録すること。

キ　実績報告
受託者は、労働局に事業実績を報告すること。
なお、報告を受けた労働局より改善等の指示があった場合、受託者はできる限り速やかにそれらに対応すること。
また、労働局が開催する高齢者スキルアップ・就職促進事業検討委員会に出席し、必要事項を報告すること。
事業の実施状況について報告すべき事項が生じた場合、又は、労働局から報告を求められた場合、できる限り速やかに労働局に報告すること。

ク　事業目標
受託者は、次の(ｱ)及び(ｲ)の事業目標の達成に向け事業を実施すること。
 (ｱ) 技能講習開始者数
４１８人以上
(ｲ) 技能講習受講者の就職率
48％以上

　　　
（２）厚生労働省が行う業務
厚生労働省は、次のアからウの業務を行うものとする。
ア 全国レベルでの事業運営の管理
イ 労働局への助言、指導
ウ その他本事業の実施に必要な業務

（３）労働局が行う業務
労働局は、次のアからケの業務を行うものとする。
ア 共通講習を実施する分野、地域及び定員の設定
イ 受託者の選定、本事業の受託者への委託
ウ 事業計画の審査、承認、事業計画の変更の審査、承認
エ 都道府県レベルでの事業運営の管理
オ 受託者への助言、指導
カ 厚生労働省、ハローワークとの連絡調整
キ 厚生労働省への事業実績の報告
ク 高齢者スキルアップ・就職促進事業検討委員会の開催
ケ その他本事業の実施に必要な業務

（４）ハローワークが行う業務
ハローワークは、次のアからイの業務を実施するものとする。
ア 高齢者への本事業の参加働きかけ
イ 受託者への求人情報の提供
ウ 技能講習受講者への職業相談、職業紹介
エ 技能講習受講者を対象とした管理選考の実施
オ その他本事業の実施に必要な業務

５　その他
本事業の実施は、高齢者スキルアップ・就職促進事業仕様書、本実施要領、高齢者スキルアップ・就職促進事業委託要綱、高齢者スキルアップ・就職促進事業委託契約書によるほか、当該書類に定めのない事項は、受託者と委託者が別途協議するものとする。
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